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緒言

　前年度の報告では，住宅におけるエネルギー消費量の

現状を明らかにすることを主目的として，エネルギー消

費に関するデータを整理し，年間エネルギー消費量のグ

レードを作成した。又エネルギー消費と居住環境との関

係について検討を行った。

　今年度は次の段階として，これまで整理してきたデー

タに基づいてエネルギー消費モデルを作成し，それに対

応する居住環境の内容を明らかにすることによって，エ

ネルギー消費モデルを評価しようとした。報告書の内容

は以下の通りである。

　1編では，エネルギー消費レベルの評価を目的として，

東京を対象に住宅を6種類に大別し，住宅種別毎に平均

的なエネルギー消費モデルを作成した。次にそのモデル

に対応した居住環境の内容，すなわち設備，シェルター，

室内環境等を実態に則して推定し，居住環境の面からエ

ネルギー消費モデルを評価した。又，住宅における省エ

ネルギーに関する論議がさかんであるところから，わが

国の住宅において省エネルギーが可能かどうかという点

についての考察も行った。1編に関する研究のフローと

今年度の報告内容を図－1に示す。

（実　　　態）I統計資料による

（クレーディyグ）1年問工不ルキー消費グレートの作成

（モデル化）

（評　　価）

〔将来の方向〕
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図1　住宅のエネルギー消費に関する研究フロー

　2編では，KMC実験住宅における入居者の追跡調査

の一環として，入居後3年目の冬期に給湯暖冷房設備に

関するアンケート調査を行い，一方では3年間にわたっ

てエネルギー消費量に関するデータを集計し，入居後の

住い方の変化とそれにともなうエネルギー消費内容の変

化を明らかにしたo

　又，同じ団地内に建設されていて，給湯暖房設備が住

棟セントラル方式の集合住宅と局所方式（給湯－BF式

風呂用給湯器，台所用瞬間湯沸器，暖房－石油ストーブ，

電気ゴタツなど）の集合住宅を対象に同様のアンケート

調査を行い，各戸セントラル方式のKMC実験住宅にお

ける調査結果とも比較して，給湯暖房システムの相違が

住い方や満足度に対して，どのような影響を与えている

かについて明らかにした。

1編　住宅種別エネルギー消費モデルの作成と分

　　析・評価

1章　研究の目的

　住宅のエネルギー消費に関する研究の目的は，最終的

には最適環境に対応する望ましいエネルギー消費レベル

を設定し，エネルギー搬送システムの開発や設備容量の

設計に資することにある。そのための第一段階が，エネ

ルギー消費の実態を明らかにすることであり，第2段階

が，エネルギー消費と居住環境との関係を把握すること

であった。そして，次の段階が本報告の中心課題である

エネルギー消費レベルの評価ということである。従って，

エネルギー消費に関する研究の最終的な目標に照らして

みれば，エネルギー消費レベルを評価することの目的は

現状のエネルギー消費レベルを正しく認識し，望ましい

エネルギー消費レベルを設定するための指針を得ること

にあるといえる。但し，ここでいう評価とは，エネルギ

ー消費に代表される「住宅の居住環境」を評価するとい

う意味である。エネルギー消費と居住環境の各要素は，

図1．1のように互いに密接な関係があり，居住環境のあ
る1つの実態の反映としてある量のエネルギーが消費さ

れる。つまり，このような意味を持つエネルギー消費量

の現状を評価するということである。

　ところで，石油危機以来，省エネルギーに関する議論

がさかんである。しかし住宅における省エネルギーに関

しては，その方法を検討する以前に，まず省エネルギー

の可否について論ずる，すなわち，エネルギー消費レベ

ルを評価する必要があるといえる。なぜならば，わが国

の住宅用エネルギー消費量は，欧米先進国に比較して非

常に低く，それに対応して住宅環境の水準も低いと思わ
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れるからである。又，省エネルギーという場合，①住宅

の環境水準を現状より落としても省エネルギーを進める

べきか，或いは②現状の水準をあくまでも維持して，現

在浪費に近い形で消費されている部分を節約しようとい

うことなのか，或いは又，③今後，暖冷房設備の普及等

居住環境の向上に伴って増加すると予想されるエネルギ

ー消費を極力押えていこうとすることなのか，というよ

うなことも省エネルギーの方法を検討する以前に明確に

しておくべき問題である。なぜならば，それぞれに対応

して省エネルギーの方法が考えられるからである。

　これらの問題を考えていくためにも，本報告の目的で

あるところの現状のエネルギー消費レベルの評価が大切

な作業となる。

シェルター

人間　　　　屋内環境

エネルギー
消費

屋外環境　　　　社会

設　備

網羅することは不可能である。そこで，ここではエネル

ギー消費と直接関係のあるパラメータをいくつか抽出す

る。それらのパラメータは表2．1の通りである。右欄に

はエネルギー消費量を算出する方法を示した。

　エネルギー消費とこれらのパラメータの対応がついて，

エネルギー消費モデルを居住環境のモデルに置き換える

ことができれば，次にその居住環境のモデルを評価すれ

ばよい。具体的な環境構成要素の評価ということになれ

ば，今まで蓄積されてきた評価の手法を利用していくこ

とができよう。環境の構成要素を種々の面から評価した

後，総合化という作業を行って，エネルギー消費のレベ

ルを評価していく。

　さて，エネルギー消費レベルを評価するのに先立ち，

エネルギー消費実態を見直す意味で年間エネルギー消費

量のグレードと実例を表2．2に示した。昨年のグレード

表にいくつかの例を加えた。グレード表に示した実例の

いくつかについて，消費内容を示せば図2．1のようにな

る。エネルギー消費量の多い住宅では給湯暖房用エネル

ギーの割合が大きい。又，札幌地区の集合住宅では当然

のことながら，暖房用の割合が非常に大きいことがわか

る。
　又，図2．2には，エネルギー消費内容の経年変化を示

したが，暖房用の伸びが全体の増加に最も大きく寄与し

ていることがわかる。

図1．1　機能要素の相関図

2章　研究の方法

　住宅におけるエネルギー消費量は，地域の環境条件，

建物の種類，住い方等によって非常にばらつきのあるこ

とは，すでに前年度の報告でみた通りである。このよう

にばらつきのある実態を適切に評価するために，本報告

では，まず住宅の種類別に平均的なエネルギー消費モデ

ルを作成し，そのモデルに対して，居住環境の各要素を

設定し，居住環境の面から，エネルギー消費レベルの評

価を行うということにした。

　エネルギー消費モデルは，東京を対象として，6種類

に分類した住宅それぞれについて作成する。又，比較の

ために札幌の住宅についても検討する。但し，今回は居

住環境の構成要素間の関係が比較的捉えやすい暖房用エ

ネルギーを中心に考察した。

　さて，エネルギー消費モデルと対応する居住環境の内

容を設定するためには，まずエネルギー消費に関連する

環境要素のパラメータを選定しなければならない。しか

し関連するパラメータは数多く存在し，それらすべてを
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表2．2 住宅用エネルギー消費量のグレードと実例

グレード 1 2 3 4 5

住宅における
エネルギ消費量 4．75 6．70 9．50 13．2 19．0 26．5 37．5 53．0
（106k・・レ年戸）

1．統計データより
求めた推定値（統計データA’））

函蕗ヨ

　二　　　　2）（統計データB　）
昭47

（統計デ＿タC3））
昭48．10＾49．9

（BREレポ＿ト11））
1972

一 ． ． ・
2．実験住宅におけ

る測定
江1二1口二11夏露露醸ヨ

KMC1芙蟻住宅昭47り＿　　（戸別セントラル給湯暖房・大阪）（戸別セントラル給湯暖冷房，東京）（戸別セニ■トラル給湯暖冷房，熊谷）　　　　　　　　　　　　　　　　　　露ヨ（戸服一1カ1織房用，東京）

3．実態調査
（調査A8））　3
昭43～46　木賃

払一1塵ヨ塵ヨ　亙　　　　　璽

（セントラル給湯暖房設置）　　　　　　　　　（セントラル給湯暖房設置）
（調査Bg））

昭49

憂コ函E型函匡憂　　　墨

■東京

（調査C　lo））
　昭45

（調査D
　昭49

（戸別セントラル給湯暖房）

（調査E
　昭49

（調査F12））
　昭48

4、米　国　例

　　　　　　　　（資料A13）14））
　　　　　　　　ワシントン

　　　　　　　　ボルチモワ地区
　　　　　　　　　　1970

（個別暖房）（地域暖房）（個別暖房）

熊谷

札幌

集合住宅

一「　（電気ガス併用）

　（全電化）／（＿）

　　　　　　　、匡邊犀困

函、匡軍こ辱軍二、．

　　　　　　　　　　　　　正函屋憂座

独立住宅
函匹函

　　　　15）（資料B　　）
サウスカロナィナ
　軍事基地
　　1960

連続住宅
匿

（資料C16））
東部地区

　　1972
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　　　　4〕
KMC実験住宅

4戸平均　昭47
　　　　6）
S邸実験住宅

　　　昭46

刈∴

嚇峰

（電気・ガス併用）

　資㌶
（㌶之手）

連続住宅

低層2寝室

高層1寝室

高層2寝室

　　　　1l〕
英国，全世帯平均

2．3　　　4．4 3．6　　0．3

2．2　　｛41，3〕 ／33．7）（2．8〕

5．O 一〇．4

7・4＼4．4
8．4％ （39）　　138．2〕 （27．2〕 ｛16．2〕 27．2

炊事照明その他 給湯 暖　房 冷 房

2．9　　　3．2 2．2

35o　　｛39） （26）　8，3

3．5 3．9 4．6 O．1

29 （32〕 （38〕 ω12．一

6．6 8．5 19．9 O．4

19 124） （56） ’1〕35．4

炊事照明その他 給湯 膿　房 冷鴨

2．7　　2．2 9．4

18．9％ （］5．4） （66．7〕 14．3

2．7 1．6 13．5

15I2 （9．O） （75．8） 17．8

3．3　　　2．5 19．2

13．2　　（10．0） 76．8 25．O

炊事照明　　給湯 暖房
■ 7．3 10．9 23．4 1．9

16．6％ 125．1〕 53．9〕 14．4〕

6．8 6．O 17．O 1．7
43．5

21．4 （19．2〕 （54．1） （5．3〕 31．5

6．6 3．6 lO．7 1．4

29．6 u6．3〕 （47．8） （6．3〕 22．3

7，0 3．6 12．8 1．5

28．2 （14．5） （51．1 （6．2）24．9

炊夢顛明その他 給湯 暖房 冷房

O．7　1．9　　4．3 12．4

4　10　　　（22） 64一 19．4

照明炊事　　給湯 暖房

図2．1 住宅用エネルギー消費の内容
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図2．2　用途別住宅用エネルギー消費量の推移

　　　　　　　（単位106kcal／年1戸）

3章　住宅設備の実態に基づいた住宅種別エネルギー消

　　費モデルの作成

3．1　住宅の現状

（1）住宅種別構成（図3．1）
　　　　　　　　　　　　19）
　昭和48年版住宅統計調査　　に基づいて，住宅を次の

6種類に分類する。すなわち，①非木造独立住宅，②木

造独立住宅，③非木造集合住宅（民問）……マンション

④非木造集合住宅（公共）……公団住宅など，⑤木造集

合住宅……木賃アパート．⑥店舗併用住宅　である。

　この分類に従うと，構成比は図3．1のようになる。木

　　　造独立住宅と木造集合住宅の比率が大きく，両老

　　　で全体の約7割を占めている。木造集合住宅の中

　　　で木賃アパートといわれているものが約80％を占

　　　め，その半数が設備共用（便所及び流しのうちい

　　　ずれか一方あるいは両方が共用の場合）のアパー

　　　トである。又，公団の面開発など公的機関による

　　　大規模な住宅建設が行われてきているがこれらの

　　　非木造の公共集合住宅は，未だ1割にも達していない。

（2）住宅種別面積（図3．2）

　一戸建木造の面積は，ぱらつきが大きく，東京平均が

77．09㎡であるのに対して，共同木造は集中して拾り平

均21．11㎡と極端に低い値である。又，居住室の使用状

況をみると設備専用の民営借家の50％，設備共用の民営

借家の95砺が食寝分離ができない状況にある。

（3）家族人数（表3．1）

　全住戸平均値は全国が3．59人，東京都が3．01人である。

借家の場合1人住いの世帯が33．2％に達して着り特徴的

であるo

（4）設備状況（流し及ぴ浴室の設置率）

　炊事用流しに関しては，設備共用の民営借家でそれの

ない住戸が若干みられる他は，殆んどの住戸に設置され

ているo浴室については，専用住宅でみると「有る」も

のが全国72．7％，東京55．7％である。東京の場合，民営

借家での設置率が低く設備専用で37．3％，設備共用では

わずかに1．3％である。

　以上，住宅統計調査を基に東京の住宅の状況を述べた。

住宅種別毎にまとめると表3．2のように在る。
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住宅面積や居室の使われ方，設備の状況からみると，平

均的にみて，住宅の質的レベルは低く，特に木造集合住

宅のレベルは劣っているといえよう。

非木造木造独立住宅
独立住宅
（1．0）　　　（30．6）

木造集合住宅

（37．0）

非木造二集合
民問公共
6．0）　（8．3）

店舗併用
住　　宅
（l1．1）

碗

（6．0）

図3．1

昭和48年現在の東京都の住宅数135044千戸

住宅種別構成（％）

O％ 20％ O％　　　　　20％
30m2未満

30～49
50～69
70－gg
1OO～149
150m2以上

1戸建木造

平均値（穏1．1薫： 平均値（葦刮；：：＝：

O％

1戸建非木造

平均値（婁醐1二：

長屋建木造

30m2未満
30～49

50～69
70～99
100～149

150m2以上

O％〕％ 20％ 40％ 60％ 809

z

平均値（芸醐11竃：

長屋建非木造

80％096　　　　　　20％　　　　　　　4096　　　　　　6096　　　　　　　8096

共同木造

平均値（妻霊111竃：

O％　　　20％　　　　40％　　　　60％

30m2未満
30～49

50～69
70～99
100～149
150m2以上 平均値（篇111：慧：平均値（葦醜：慧：

60％ O％

平均値（婁畜1；；1：薫：

共同非木造

図3．2

　　　　　　　　　　　　　　　店舗併用住宅

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　19）住宅種別面積の度数分布

注：住宅統計調査によるもので，本報告の住宅分類とは異なる。

表3．1 家族人数の住宅種別平均値 表3．2 住宅種別にみた各要素の推定値

住　宅　種 別 東　　京 全 国

全住戸平均値 3．01V戸 3．59V戸

平均 2．93 3．51
持ち家 3．71 4．01

平均 2．47 2．87
専用住宅

公 営 3．40 3．36借家
民営（設備専用）2．49 2．85

・（設備共用）1．48 1．67
給与 住　宅 3．37 3．38

平均 3．66 3．91店住舗併用宅
持ち家 4．10 4．20

借 家 2．84 3．12

住宅種別 構成比　％平均延床面積　　㎡平均家族人数　　人風呂設置率　　％

非木造独立住宅1．0 l18 3．5 95

木造独立住宅非木造集合住宅（民間　）30．66．0 7743 3．93．0 8590

非木造集合住宅（公共　）8．3 40 3．4 75

木造集合住宅37．O 21 2．2 20

店舗併用住宅11．1 90 3．5 60
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3．2　設備の現状

（1）暖房設備機器

i）地域別にみた暖房実態

　暖房実態の地域特性に関しては，文献20）を参考にし

て述べる。

　実態調査は，昭和47年12月に行なったもので，調査対

象は札幌，秋田，長野，金沢，大阪の5都市の住宅から

無作為に抽出されている。

　a　暖房方式（図3．3）

　　寒冷地の札幌では，ほとんどの住宅が暖房能力の大

　きい固定暖房器具を使用しており，10％に近い住宅で

　セントラル暖房方式による暖房が行なわれている。

　秋田では，セントラル暖房はみられないが，70％以上

　の住宅が固定暖房器具を使用している。一方，長野，

　金沢，大阪では，小型石油ストーブなどの移動暖房方

　式がほとんどである。秋田と長野は，同様の気候区に

　属するが暖房方式は全く異っている。

　b　移動暖房器具について

　　移動暖房器具の使用状況（図3．4）　移動暖房方式

　を行なっている住宅では，ほとんどの住宅が，こたつ

　と石油ストーブとの併用である。この点については，
　　　　　　　　　　　21）
　消費者動向調査　　やその他の文献からも明らかであ

　り，北海道や東北の一部を除いては石油ストーブ＋こ

　たつというパターンがどこでも一般的であるといえる。

　　移動暖房器具に対する評価（図3．5）　温暖地の大

　阪では，移動暖房器具による暖房について80％の世帯

　でほぼ満足しており，準寒冷地の秋田，金沢でも満足

　している世帯の割合は多い。長野は，他の地域に比べ

　て満足している割合が低く，しかも，「どちらとも言

　えない」というあいまいな評価をしている世帯も20％
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　22）
　みられる。東京の公団住宅を対象とした調査　　では，

　各器具に対する満足度をきいているが，電気ストーブ

　を除けば，どの器具も「まあ満足」が過半数を占め，

　「十分満足」をあわせるとそれぞれ60％以上に達して

　いる。現在使用されている石油ストーブは，空気の汚

　れ，火災の危険性，給油の手間など，問題点が多いに

　もかかわらず評価が比較的高いのは，気候条件からい

　って移動式石油ストーブの暖房能力で十分間に合うと

　いうこと，イニシャルコスト，ランニングコストが他

　の器具に比較して安いということが主な理由であろう。

　c　固定暖房器具について

　　固定暖房器具の選択理由　ポット式大型石油ストー

　ブについては，操作性，簡便性に対しての評価割合が

　高く，秋田では，　「暖房力」が非常に高くかわれてい

　る。またこれらの理由について評価されているのは，

　「空気の汚れの少なさ」　「燃料の経済性」などで，こ

　のいずれも札幌にくらべて秋田での評価が高い。

　　固定暖房器具に対する評価（図3．6）　現在の暖房

に対して一応満足の評価をしている割合は札幌で70％，

秋田で80％となっている。不十分と答えた住戸の割合

は少ないが，その理由としては，暖房力に対するもの

がほとんどであるo

d　セントラル暖房について

　セントラル暖房に対する評価　セントラル暖房方式

　を行なっているのは札幌の21世帯（8．2％）だけであ

　る。1日当りの平均使用時間は長く，18時間以上使用

　するものが50％を占めている。暖房に対する評価は70

　％の世帯で満足だとしているが，かなり不満に感じて

　いる世帯も14％みられる。

　以上の考察から，暖房設備の使用実態に関する地域特

性は，北海道及び東北地方の一部とその他の地域の2つ

に大別することができること，長野では，気候条件がき

びしい割に，移動式暖房器具の使用率が高いといったこ

とがあげられよう。

5地区計
　N＝1145

ネL帆N＝257

秋出N＝2I9

長野N＝210

看ミネ尺　N＝200

大阪N＝259

5地区計

　N＝724

札帷N＝3

秋田N＝59

長野N＝206

金沢N＝197

　　　　　　・二・卜…7　　一＾ツ’八右油 　ノ＿’■　　　　　　　　　　　　　　　　　　　アイングなどのなどの移動暖房方式　　　　　などの固定暖房方式集巾暖房方式

63．7％　　　　　　　34．9％　　工．8

1．2
90．7　　　　　　　　　　8．2

26，9　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　73．1
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100．0

小型石油ストースガススト…プ　　ポット式石油 ブさントラルヒー
　　　　　　　　　　　　　　　　アィノクなと

図3．3　　住宅における暖房方式20）
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図3．4　　移動暖房器具の組合せ使用状況20）
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図3．5　移動暖房器具に対する評価20）

札　巾沌

N＝233

秋　田
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606 1　4 l0681 ．3

不十分

04

図3．6　固定暖房器具に対する評価20）

1i）住宅種別にみた暖房実態

　東京及び周辺地区を対象とした実態調査9）によれぱ，

し（ずれの住宅でも基本的には石油ストーブと電気ごたつ

というパターンであるが，石油ストーブの普及率が木造

集合住宅と店舗併用住宅ではそれそれ44％，32％で，他

の住宅の53％～75％に対して比較的低いこと，電気ごた

つの普及率は木造集合住宅が83％で他の住宅の50～66％

に比べて著しく高いこと，セントラルヒーティンクの普

及率が店舗併用住宅で高く50％近いことなどが特徴とし
てあげられよう。東京の公団住宅を対象とした調査22）

では，石油ストーブの普及率71％，電気ごたつ73％，ガ

スストーブ35％で，前述の調査結果とほほ一致する。

　以上の結果から，東京の場合，住宅種別による差は大

きくなく，基本的には石油ストーブ十電気ごたつで変わら

ないが，木造集合住宅及ぴ店舗併用住宅が，住宅面積の

狭さや店舗併用という特殊性から多少他の住宅と設備状

況が異なっているといえよう。又，札幌の場合にも，ポ

ット式石油ストーブが一般的で住宅の種類による相違は

ほとんどないo

（2）冷房設備機器（扇風機を含む）

i）地域別にみた冷房実態

　⑤　冷房の普及状況　クーラーの普及率は，地域によ

る差が大きい。電力会社別にみれぱ23），使用率は，

北海道，東北で5％以下，北陸，九州が18％，東京，

中部，四国が20～25％となっている。また，都道府県
　　　21）
別では　　20％を越えるのが大阪，兵庫，奈良，岡山，

広島であり，特に大阪は30．3％と高い。一方，5％以

下は北海道，青森，岩手，宮城，秋田，山形，栃木，

山梨，佐賀，大分，鹿児島であり，夏期の暑い九州で

も普及率の低い県がみられる。扇風機の普及率は，北

海道だけが50％と低く，東北地方の数県が80％台で，

それ以外は90％以上である。

　ウィンド7アンの普及率は．電力会社別にみると，

北陸，九州で10％を越えている他は全般的に低い。

言た文献20）によれぱ，冷房使用の実態は図3．7の通

りである。クーラーの普及率は当然のことながら大阪

で36・3％と特に高い。また逆に札幌では，「特に何も

しなかった」住戸が約半数を占めている。

⑤冷房に対する満足度

　冷房に対する評価は図3．8のようになる。全般的な

傾向としては，大部分の世帯で一応十分だとしている。

しかし地域的には，金沢，大阪でそれぞれ25％，享0％

程度の世帯で不満の評価をしている。

　満足度を器具別にみると夏涼しい地域でも暑い地域

でもルームエアコンを使用している世帯ではともに冷

房に対しての満足評価の割合が高く，扇風機の使用世

帯では，暑い地域にある金沢や大阪の場合にはかなり

満足する割合が低くなっている。

冷房専用

　’←ムェア］ノ
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ヒートポンプ式

扇　　　凪

ウィントワ〒ン
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ン 1l．6 0．4 O，5 1．O 6．O 36．3

O．4 0．4 0．5 0．8
ン

0．2 1．O

コン

熾 96．4 49．0 87．2 83．8 93．O 90．O
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N＝1145　　N＝257　　N＝217　　N＝210　　N＝200　　N＝259

図3．7　　　冷房器具の使用実態20）
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図3．8　現在の冷房方法による冷房評価20）

n）住宅種別にみた冷房実態
　消費者動向調査21）によれぱ，東京におけるクーラー

の普及率は平均14．8％である。住宅種別の調査結果9）で

ば，木造集合が17％と低い他はほとんど30％を越えてい

る。店舗併用も30％に達してはいるが，セントラルクー

リングの普及率が40％を越えている。この調査で対象と

なった住戸は，全般的に東京の平均に比ぺて，クーラー

の普及率が高い。又，クーラーの普及率は同一種類の建
物でも，公団住宅を対象とした調査22）で明らかになっ

たように，外部環境条件によって異なり，騒音の大きい

団地では相対的に普及率が高くなっている。但し，一方

で契約了ンペ了数の制約を受けている。次に，扇風機の

普及率は平均74．9％であるが建物種別でみると，木造集

合，店舗併用がやや低い。ウィンドファンの普及率は，

非木造独立で20％を越えている。

　冷房設備に対する満足率に関しては，東京の公団住宅

を対象とした調査で調ぺているが，扇風機，ウィンドフ

ァン，クーラーのそれぞれに対して，　「十分満足」又は

「言あ満足」と答えた住戸の割合が42－9％，58－1％，

79．1％，　「やや不満」又は「非常に不満」がそれぞれ

25．3％，　16・1％，6・4％となっているo

　以上の考察から，クーラー等の冷房設備の普及率は，

暖房設備の普及率に比ぺてまだ全般的に低いが，今後周

辺環境条件のよくない都布の過密地域に拾いては，急速

に普及していくものと予想される。

（3）給湯設備

i）地域別にみた給湯実態
　消費者動向調査21）によれぱ，ガス湯沸器の普及率は

全国平均で63．4％である。普及率の高い地区は、80％以

上が，大阪，兵庫，奈良．70％以上が東京，福井，京都，

島根，岡山，広島，徳島，大分である。一方，東北，北

海道地区では普及率が低く，40％以下は北海道，青森，

岩手，宮城である。

i1）住宅種別にみた給湯実態
　東京の調査g）では，ガス湯沸器の普及率は，木造集合

住宅（33％），店舗併用住宅（42％）を除いて約60％以

上である。但し，店舗併用住宅でセントラル給湯の普及

率は40％と高いo風呂の設置率については3章で述ぺた

通りである。

　公団住宅を対象とした調査22）では，瞬問湯沸器の使

用率は85．1％であり，器具の満足率については，　「非常

に満足」又は「言あ満足」が55％を占めている。

　以上給湯設備としては，風呂用の湯沸器と台所に局所

式の瞬問湯沸器が備えられているというのが現在の一般

的なパターンであるが，住宅種別の普及率調査などから

みて，セントラル給湯設備は都市の戸建住宅，高級マン

ションなどを中心に普及率が伸びていくものと予想され

るo

（4）その他の設備機器

　その他の設備機器に関しては，地域特性はほとんどみ

とめられないo

　住宅種別についてみると，木造集合がいずれの機器も

や＼普及率が低めになっている以外には，著しい特徴は

みられないo

3．3　住宅種別エネルギー消費モデルの作成

　3．1に示した住宅の分類に従い，今までのエネルギー

消費量の調査に基づいて東京に拾ける平均的なエネルギ

ー消費モデルを推定すれぱ図3．9のようになる。

非木造独立住宅は20×106kca1／年戸で消費レベルは高

いが，住戸数は全体の1％に過ぎない。逆に住戸数が37

％と最も多い木造集合住宅は、3・5×106kca1／年戸と非

常に低いレベルになっている。また，暖房用と給湯用の

エネルギーは，調理用，照明用のエネルギーに比べ建物

種別による相違が著しい。

　住宅の種類によって占める割合の差が大きい暖房用と

給湯用のエネルギー消費量について3．2で述ぺたデータ

に基づき，平均的にどのような設備レベル，生活レベル

が対応するかを検討すると，表3．3のようになる。

暖房用については，暖房使用期問を120日と設定してい

る。使用器具は普及率から推定すれぱ，住宅種別にかか

わりなく，石油ストーブ十電気ごたつというパター／と

なる。但し，エネルギーの増加に対応して，器具の台数，

容量，暖房時間が増えることになる・開放型の燃焼スト

ーブは，安全，衛生の点からみて望ましくないのは明ら

かであるが，石油ストーブはイニシャルコスト，ランニ

ンクコストの面で他の器具に比ぺて有利なことが普及率

を高めている理由である。

　給湯用のエネルギーの場合には，器具の普及率を掛け

て平均値を算定した。風呂及び瞬問湯沸器の普及率は高

いが，セントラル給湯設備の普及率は未だ低い。しかし，
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木造集合住宅では，風呂の普及率が20％と低いため，消

費量は極端に少なくなっている。また，現在のところセ

ントラル給湯設備の普及率は低いが，例えば非木造民間

集合住宅においてセントラル給湯設備が100％普及した

とすると，平均消費量は，3．1×10 6kcal／年戸から

4．4×10 6kcal／年戸という値に増加することがわかる。

　以上のように，住宅種別のエネルギー消費モデルと設

備レベルを対応させてみた限りにおいては，給湯暖房に

関する現状の設備レベルは，安全性，衛生性，快適性か

らみて，平均的に低いといえる。比較のために，札幌市

の非木造集合住宅と木造独立住宅のエネルギー消費構成

と設備レベルについて図3．9，表3．3に示した。

東京

　非木造独立｛主宅

　木造独正住宅

非木造繁合庁宅1民間i

Jト木造集合住宅f公共r

　木」笠案今作宅

　」1㌔　舗併　H］

札帷

　非木遣集今1主宅

　木造独立佳宅

　　　　　　　　　　　　　　20．Ox－O‘ko＾1ノ年∫i
調理・照明　　　給湯　　　　　　　鴫　房　　　　　　冷爵
4．0　　　　　　5，0　　　　　　　　　　　　10．O　　　　　　　　　l．0

3．0　　　　　4．0　　　　　　4．5　　　　0，5　　12．O

2．5　　　3．0　　　　3．0　　0，5　g．O

2．0　　2．5　　　2．0　　6．5

一．島　　O．？　1，0　　　3，5

2．5　　　3．0　　　　　4．0　　　　0、；　　lO．O
　　　　　　　＼
　　　　　　　　＼

＼
2．7　　　2．2　　　　　　　　9．4　　　　　　　　　　　　　1‘．325．O
J．’　　　2，5　　　　　　　　　　　　　　　　　　］9．2

図3．9 住宅種別エネルギー消費内容

4章　住宅種別エネルギー消費モデルの分析と評価

4．1　暖房用エネルギーに関する分析と評価

　3章では設備レベル，生活レベルと対応させながら，

暖房用エネルギー消費モデルを作成したが，本章では，

屋外環境，シェルター，屋内環境の面からみてどのよう

な実態が対応しているかについて明らかにし，暖房用エ

ネルギー消費モデルの評価を進める。

4．1．1　冬期の室内温度

　室内環境の評価を行う上で，冬期の室内温度は重要な

ファクターである。住宅における室温の実測例は少ない

が，既存の文献を基にして実態を明らかにする。

（1）地域別にみた室内温度

　気候条件と室内温度の関係について，江口らの報告が
ある。26），27），28）

　対象とした地域は，札幌，盛岡，仙台，東京，長野，

高田，名古屋，呉で，建物は薄肉コンクリートプレハブ

2階建の連続住宅である。暖房器具としては，石油スト

ーブとこたつが用いられている。但し，札幌はポット式

石油ストーブである。まず，札幌と東京の2地区におけ

る一階居室の全日平均と日平均外気温の関係を示すと図

4．1の通りである。図によれば，札幌は16～24℃の間で

比較的高温に保たれているが，東京では，7～22℃の間

にあり，外気温の低下に伴って室温が低くなっている。

これは，札幌では外気温が低いが故にポット式ストーブ

でふんだんに暖房を行い，室内を十分温ためているため

と考えられる。

　又，札幌を除く他地域においても，東京と同様に居室

平均温度は外気温との相関が高く，回帰直線を示すと同

図に示したようになる。札幌だけが明らかに異った傾向

を示し，他地域では冬の寒い地域ほど同じ外気温に対し

て，やゝ室内温度が高くなっていることがわかる。

　室間の温度差は，仙台の例を示せば図4．2のようにな

り，明らかに1階居室とそれ以外の室との間では大きく

生活の中心となる居間以外ではかなり室温が低い。

又，暖房熱量と室内外温度差の関係を示したのが図4．3

であり，ほぼ一本の直線にのり，その勾配は167kcal／

h℃となる。（延床面積当りに直す167kcal／h℃/42．74㎡

＝3．9kcal／㎡h℃である。）

（2）温暖地域（関東，関西）における設備システムの相

　違と室内温度

　a　開放型燃焼ストーブ使用の住戸

　　開放型燃焼ストーブ使用のコンクリートアパートの

　室内気候に関する実測によれば，南室の室内温度は住

　戸によるバラツキが大きく12～22℃に分布しており，

　平均16℃である。日変動についてみるとおよそ

　　　朝から昼間にかけて　　　16℃前後

　　　夜　　　　　　　　　　20℃前後

　　　早朝　　　　　　　　　12℃前後

　である。又，北室は南室に比べ約4℃低く，1日中

　12℃前後で変動の割合も小さい。住戸全体の日平均室

　温は，住戸によるバラツキが大きいがおよそ14℃前後

　であろう。

　　また，石油ストーブの使用時間は平均10．3時間であ

　り，南室，北室，台所3室の外気基準平均室温とそれ

　ら3室に供給された総熱量との関係は図4．4の通りで

　ある。暖房器具や置場による影響は殆んどない。日射

　による室温上昇の自然温度は，大略5℃　程度であり，

　これを除いた供給熱量と温度上昇の関係は3．2×10 3

　kcal／day℃　（3．2×10 3kcal／℃／24h／42㎡＝3．2

　kcal/㎡h℃）である。

　b　セントラル暖房使用の住戸

　　セントラル暖房を行ったときの室温状態は，例えば
　KMC実験住宅の実測結果として前年度の報告30）で

　述べた通りである。住戸によるばらつきが大きく日平

　均室温は13～21℃，暖房時平均室温は17～28℃であ

　り，暖房時間と平均室温との相関は全くみられない。
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　室別にみるとLDK，B1の南側の部屋は18℃前後に

保たれているが，B2，玄関のある北側の部屋は14℃前後

で約4℃の差が生じている。
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地域別にみた居室の室内温度
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4．1．2　シェルターの熱特性

　シェルターの性能を表わす方法は，熱貫流率，熱容量

などがあるが，ここでは，床面積や室内外温度差とエネ

ルギー消費量を結びつけるのに便利な単位として，床面

積1㎡当り，室内外温度差1℃当りの暖房負荷kcal／

㎡h℃　（単位暖房負荷）を用いる。そこでこの数値を，

東京，札幌の集合住宅，独立住宅について求める。但し

換気量は，建物の気密性能や外部風の影響によってかな

り変化するものであるが，ここではすべて1回／hとし

ている。求めた結果は省略するが，これを基に，建物種

別の平均単位暖房負荷を予想すると表4．1の左から2欄

目のようになる。4．1．1の実測値から求めた値は，北海

道のコンクリートプレハブの連続住宅では，3．9kcal／

㎡h℃，千葉県の非木造集合住宅では3．2kcal/㎡h℃であ

る。次に，3章で求めた暖房用エネルギー消費量及び住

宅面積とこの単位暖房負荷を基にして暖房度日を算定す

ると表4．1の左から4欄目のようになる。暖房限界温度

を8℃にとると，暖房基準温度は5欄目のような値が得

られる。すなわち，木造の集合住宅の場合に，外気温度が

8℃以下になると暖房が開始されるとすれば，年間暖房

用エネルギー消費量は室内温度が平均8．2℃に保たれて

いることに相当する。実際の居住状態では，日射や各種

の室内発熱によってさらに2～5℃上昇することになる。

又，札幌の場合に同様の計算をして求めると，暖房基準

温度は12～14℃となる。
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　　　外部基準南室・北室・台所平均温度（℃）
　　　　〔（θ南十θ北十θ台〕ノ3一θ。〕
袖ケ浦団地公団職員住宅における外気基準
　平均室内温度と供給熱量29）

　　（ストーブ種別とその置場所）
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表4．1 住宅種別の暖房用エネルギー消費量に対応する室内温度

住　宅　種　類
暖房用エネルギー消費量Q：kca1／軒単位床面積単位温度差当りの　暖房負荷Kf：kcaレ㎡h℃

平均延床面積　Af：㎡暖房度日D：℃■隼戸
暖房限界温度を8℃としたときの暖房基準温度　　t：℃日射や室内発熱による室温上昇△t：℃　推定室温　暖房期問平均．住戸平均t＋〃　tr：℃

非木造独立住宅 10．0×106 7．0 118 504 9．7 4．5 14．2

木造独立住宅 4．5 7．5 77 325 8．1 4．O 12．1

非木造集合住宅（民間）3．O 5．0 43 581 10．3 4．5 14．8
東京

非木造集合住宅（公共）2．O 5．0 40 417 8．9 5．0 13．9

木造集合住宅 1．0 6．0 21 331 8．2 3．O 11．2

店舗併用住宅 4．O 6．0 90 309 8．0 4．0 12．0

木造独立住宅 19．2 3．5 115 1988 10．2 一 ■
札幌

非木造集合住宅 9．4 2．5 52 3013 16．O 一 一

（注）1．暖房基準温度は以下の式により算定し㌔
　　　　　Q＝24×D×Af×Kf　　　　・…・・（1〕

　　　より，Dを求め
　　　　　D＝（t－tつ×d＋D8＿8　　　’．’．・・（2）
　　　　　　　d1暖房日数
　　　よ．り，tを求める。
　　　2．（1）式でAfは本来，外壁面積を用いるが・統計的な値は
　　　算出がむずかしいのでAfは床面積とした。従って，Kfぱ
　　　いわゆる総含的な熱量流率とは異なる。Kfは床面積当り

　　　の暖房負荷である。

3。暖房限界温度（t’）：日平均外気温がその温度より低く
　なった時に暖房を開始する場合の温度
4．暖房基準温度（t）：暖房によって維持される室温
実際の室温はさらに日射や室内発熱により上昇する。

　　　外気温（℃〕

＿一日漫航
暖房

Dt－t’

睡房開始日
d

暖房停止日
“月日

開始日

＿一日漫1がよ準温度
＿暖房隈界温度

表4．2 日射及び室内発熱による室温上昇

室温上昇　（△t） 算　　　　出　　　方　　　法

千葉県袖ケ浦団地　　　　　目　　　29）　公団職貝住宅　　　5．5℃（2月，6日間の平均）

KMC実験住宅・o）　　　4．4℃（暖房期問中の平均）暖房用供給熱量からそれによる室温上昇分を算定し，実際の室温との差を日 どによる上昇分とした

東京　　・・）i・・）　　　　公団住宅3H6℃
非居住状態に拾ける室温歩よぴ外気温の変動グラ7より上昇分を推定

川崎 4～8℃
非居住状態に拾ける室内温度の平均値と外気温の平均値の差より算定

公営住宅

東京（鋼板製）・・）プレハブ連続住宅
4～8℃

居住状態における室温括よび外気温の変動グラフより上昇分を推定

理科年表35） 4℃（木造）6℃（コソクリート）

東京　　　　　44）　　　　木造住宅6．2℃
外気温日平均と日平均自然温度との関係の回帰直線より推定
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4．1．3　日射による室温上昇

　東京などの温暖地域では，日照がありさえすれば，冬

は暖かく南面の居室では日中はストーブが必要ないほど

温度が高くなる。設備の使用率でみると，たとえば袖ケ

浦の公団職員住宅では，日中は石油ストーブの使用率が
10％程度に落ち込んでおり29）KMC実験住宅でもセント

ラル暖房又は石油ストーブの使用率が午前10時から午後
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　31）4時頃まで10％以下の状態であった。

　日射によって室温が上昇する分を直接求めることはむ

ずかしいが，日射量やエネルギー消費量の実測値，シェ

ルターの熱特性を基にして推定することはできる。各種

の実測による推定値を表4．2に示した。

　表からわかるように，コンクリートの集合住宅では，

日照による室温上昇は4～6℃　と推定される。従って

表4．1で求めた暖房基準温度にこの上昇分を加えた値が

実際の室内温度ということになる。住宅種別の日照時間

などを含めて考えると室内温度は，表4．1の右端欄のよ

うに推定される。実際の室温は4．1．1で述べた通りであ

り，推定値と近い値を示している。

　暖房用エネルギー消費量，延床面積，単位暖房負荷，

暖房度日，室内温度の関係をまとめると図4．5のように

なる。この図で，例えば東京の非木造集合住宅（Kf≒

4．0）で延床面積が60㎡であるとすれば，暖房用エネル

ギー消費量3．0×10 6kcal/年戸に対応する暖房基準温度

は約10℃，日射などによる室温上昇を4℃　とすると，

暖房期間中の平均室温は14℃と推定できる。

　この図を使えば，暖房に関連するこれらの因子の変化

量に対応して，エネルギー消費量がどれだけ変化するか，

あるいは室内温度がどのくらい変化するかの見当をつけ

ることができる。たとえば，断熱をよくして，Kf＝2．5

になったとすると平均室温は17℃と3℃　上昇すること

になる。
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図4．5　暖房用エネルギー消費量と

　　　各因子の関係

床面積60㎡単位暖房負荷4kcalパ2㎡Cの住宅では，東京で暖房限界温度を8℃，日射によ
る室温上昇を4℃　とすると暖房用エネルギー消費量3×106kca1■年戸は、室温14．2℃
に相当する。同じ住宅でも断熱性，気密性を高めて単位暖房負荷を2．5×106kca1／缶2げCと
すると室温は17℃に上昇する。同じ住宅でも仙台では12．5℃と下がる。
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　又，住宅の面積，単位暖房負荷が全く同一で場所が仙

台の場合には平均室温は12．5℃となる。

　ただし，室温は住戸全体の平均値であることに注意す

る必要がある。

4．1．4　外気温と暖房用エネルギー

　暖房用エネルギーは外気温度との関連が深い。前年度

の報告では，年間エネルギー消費と標準暖房度日の相関

が強いことを示した。

　暖房度日と暖房エネルギー消費量の関係を示すと図4．6

のようになる。データは少ないが，東京の各住戸は札幌，

ワシントン，英国の値に比べて低いこと，札幌，ワシン

トン，英国の暖房用エネルギー消費量は10～20kcal/年

戸にあるが，暖房度日でみればワシントン，ロンドン，

札幌の順に大きくなっていることがわかる。
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図4．6　暖房度日と暖房用エネルギー消費量

4．1．5　暖房用エネルギー消費に関する評価

　以上の考察から暖房用エネルギー消費レベルに関して

評価すれば以下のことがいえる。

　冬期の暖かさを室温という点からみれば，北海道及び

東北の一部を除いた地域の住宅は，十分暖房されている

とはいえない。又，暖房設備は石油ストーブとコタツと

いう方式で，北海道及び東北の一部でポット式の石油ス

トーブが使用されているが，その他は移動式の石油スト

ーブであり，設備や灯油の価格が安いことから，安全性，

衛生性で問題があるにもかかわらず，大部分の家庭で使

用されている。

　セントラル暖房設備は除々に普及してはいるが，東京

のように，日が当たれば暖かいという気候条件の地域で

は，2編で述べるように，セントラル暖房が設置されて

いても使用率は非常に低いという調査結果もあり，セン

トラル暖房の導入に関しては慎重に検討されねばならな

い。また，東京におけるシェルターの断熱性能は北海道

に比べて低く，現状のエネルギー消費量でも断熱性能を

2倍程度高めれば，室温は3～4℃　上昇すると予想さ

れる。以上のように平均的な暖房状況は低いレベルにあ

り，そのような現状を反映している暖房用エネルギー消

費レベルは未だ低いといえよう。又，断熱をよくして室温を

高めても，現在の平均的住宅の床面積は非常に狭く，そ

れだけでは総合的な住宅の質的レベルは上がるとはいえ

ない。

4．2　冷房用エネルギー消費に関する分析

　冷房設備としてのいわゆるルームクーラーは，ここ数

年急激に普及し始めている。3．2で示したように消費者
動向調査21）によれば，人口5万人以上の都市では昭和

48年2月の普及率が16．5％，東京都平均が昭和49年2

月で14．8％となっているが，建物種別に行った調査では

共同非木造民間ですでに40％を越えている。

　しかし，冷房用エネルギー消費量は，クーラー等の普

及率が未だ低いこと，冷房期間が短いことなどのために，

年間に占める割合はわずかである。

　ところで，わが国の気候条件からみて，夏の蒸し暑さ

は実にしのぎにくいわけであるが，住宅における冷房の

必要性に関しては，今のところ統一した考え方はない。

これは建物の立地条件の違いや，建物条件の違い，入居

者の冷房することに対する好き嫌いなど，各種の要素が

冷房の要求度に影響を及ぼしているからである。従って，

冷房の導入という問題に関しては種々の角度からのチェ
ックが必要である。チェック項目を表4．3に示した。22）

　客観的な評価の例として，斉藤，松尾等による高層住
宅の居住性に関する実測結果36）がある。この実測は，

東京の公団住宅を対象とし，棟軸の方位と居住性との関

係を明らかにするために昭和44年8月10日～19日に行っ

たものである。居住性の評価方法として，この報告では

CET（修正有効温度）を用いており，実測結果を基に

1時間毎のCETを集計して，住戸別に示すと，図4．7

のようになる。図中の曲線はASHRAE快感曲線より

取った暑さを感じる人の割合を示すグラフである。

この図より報告書では「すべての住戸において最多頻度

はほとんど全員が不快となる25°CET以上にあり，この

事実はわが国の夏の気候の特性から由来するもので，冷

房を行わない限り，いかんともなし難いことである。」

と評価し，冷房の必要性を主張している。

　又，居住者からみた冷房の要求度については，将来の

冷房志向という形で文献20）にまとめられている。それ

によれば地域によって，冷房に対する志向はかなり異っ

ており，札幌，秋田，長野の3地域では50％以上かそれに近

い人たちが扇風機だけで十分だとしているのに対し，金

沢では30％，大阪にいたっては10％弱が扇風機による冷

房だけで十分としているに過ぎない。又，エアコンにつ
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いては大阪では80％以上，金沢では60％以上が何らかの　　　　以上，冷房用エネルギー消費と居住環境を結びつける

タイプのものを希望している。　　　　　　　　　　　　までには到らなかったが，エネルギー消費レベルの評価
又，東京及ぴその周辺の公団を対象にした調査22）で　という観点から，今後冷房設備を導入していく際に考え

は，購入希望の設備としてまずあげられているのがクー　　　るべき問題点について，実例を示しながら述べた。

ラーで，何らかの設備の購入を希望した住戸58％の中で

32％すなわち全体の約19％の住戸がクーラーを希望して

いる。

　　　表4．3　　　　　　　　　冷房設備の導入に関する検討事項

検討項目 項目の細分類 検　討　内　容 了ンケート調査結果，既存の文献より明らか
になった実態（要求不満，評価など） 冷房導人についての指針

①気侯条件1温度 ・日本の夏の高温多湿の・郊外の通風条件の良い団地でぱ，クーラー・日本の蒸し暑さを考えれぱ，通風の条件が
2湿度 気候条件 の使用率は4％ 良くない場合ぱ，冷房導人を考えるぺきで
3日照，日射・コンクリートアパート ある。（必要性C）
4風向，風速 の室内気侯

・都市気候の変化

②周辺環境5大気汚染 ・汚染の度合と窓の開閉・環境の悪化しているところでぱ使用率が高・周辺環境の悪化が著しく，窓が開放できな
6臭気 ・臭気の度合と窓一の開閉くなる。40％ い場所では冷房を導入すべきである。
7騒音 ・騒音レベルと窓の開閉・「自然環境の悪化を八工的な手段で補うこ（必要性A）

と」に対して，好ましい：18％，やむを得
ない：46％，好ましくない：16％

③住棟，住8棟方位 ・棟方位，棟形式と通風・南面よりも，東西面の方がクーラー使用率・中廊下タイプの住棟は，日射通風の条件カ
戸条件 9棟形式 日射の条件 は高くなる。 良くないので，片廊下タイプよりも積極的

10ブロックプラン・主要面方位と通風，日・東面と西面では，使用時問帯が異なる。に導入を考え砧　（必要性B）
l1住戸主要面射条件 ・西日があたって暑い。
方位 ・東西面住戸ば，南面住戸に比較して，日平

均で0．8～1．3℃高い。

④入居者特12家族構成 ・暑さに対する低抗力・冷房時間，冷房期間は，老人世帯では短い。・老人向の団地では，通風を積極的に考える
性 13年　　令 ・生活時問と室内温度変 叉は冷房を導入する。

14職　　業 化

⑤人体への15冷房病 ・温度変化と人体の適応・人工的な冷房は苦痛 ・良質の冷房を行う必要がある。
影響 ・長時問使用による人体・冷房は身体に悪い ・幼児への影響を考慮する。

への影響

⑥入居者の ・要求度の内容 ・24時間冷房を望む。 ・冷房に対する要求は高くなってきていると
要求度 ・ウィンドクーラーを希望している住戸は32考えてよい。特に所得が増すとこの傾向は

％で他の器具に比べて最高 強い。
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　図4．7　東京の集合住宅における各住戸のCET頻度比較36）

　　　　　（実線はDK中央，破線は6畳中央を示す）
（昭和43年8月17日2時～8月19日6時までの1時間毎のCET結果）

4．3　給湯用エネルギー消費に関する分析

　給湯設備としては，風呂及び瞬間湯沸器が現在一般的

である。普及率は3章で述べたように，風呂に関しては

東京の場合，共同木造の20％を除けばかなりの住戸で備

えられており，瞬間湯沸器についても，こゝ数年のびが

大きく平均で70％ぐらいに達している。従って標準的な

家庭には，風呂と台所の湯沸器が備わっていると考えて

よい。

　現在の給湯用エネルギー消費のレベルは表3．6に示し

たように，これらの設備の普及が100％に達していない

から，100％を望ましい状態と考えれば，まだレベルは

低いと言える。

　今後の方向としては，実態調査で明らかなように，洗

面給湯に対する入居者の要求が強いことや，セントラル

暖房設備に対する満足度が高いこと（2編で述べる），
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　又，現在は浴室と台所にボイラーが2つあるので安全

性の面で問題があること，湯沸器がほとんど開放式で安

全・衛生の面で問題があることなどから，給湯のセント

ラル化は非常に望ましいと考えられる。

　その場合，浴室，台所への給湯量が現在とかわらない

とすれば，例えば非木造民間集合住宅ではセントラル化

による給湯用エネルギー消費の増加分は約1．3×10 6kcal

／年戸であり，風呂，湯沸器が備わっている標準的な家

庭では給湯消費量がそれほど増えるということはない。

5章　住宅における省エネルギーの考え方とその方法

　エネルギー消費の内容と居住環境との関連について，

以上みてきたことから，住宅における省エネルギーに対

しては，次のように考える必要があろう。

①居住環境レベルは，現在平均的にみて低い状態にあ

るから，これを適正な位置にまで高めなければならない。

そのために，居住環境基準の設定が急務である。又，低

い環境水準を向上させるために必要なエネルギー消費量

の増加分については，シビルミニマムという観点から，

これを援助するような措置が必要である。

②暖房冷房設備は今後とも普及すると予想され，それ

に伴って，エネルギー消費は急激に増加するから，これ

らの住宅については，断熱性，気密性を十分高めるなど

の省エネルギー対策を行っていかなければならない。

断熱性，気密性を高めることは，単に省エネルギーだけ

でなく，上下温度差の減少，壁温の上昇といった快適性

の向上にも結びつくから，大切な方向である。

③居住環境レベルが平均的には低いとはいえ，一方で

設備レベルの高い住宅も存在し，又新築されている訳で

あるから，それらの住宅に対しては，既に米国などで公

にされている各種の省エネルギー対策を実施していくべ

きである。又，設備レベルに対して適正なエネルギー消

費を超過する分については，逓増料金制度のような行政

的措置を講じる必要がある。

④見落してはならない大切な問題に，低い環境にあっ

て，省エネルギーの施されていない大量のストックをど

うするかということがある。これらの住宅においても今

後，暖冷房設備が普及していくと予想されるが，省エネ

ルギーを施すのは，新築住宅に行なうよりは困難である。

従って，そのための技術開発が望まれる。ただ，これら

の住宅においても，浪費に近い形で消費されている部分

もあるから，環境を現状より低下させることなく，生活

様式を改善することによって，その部分を節約すること

は可能であろう。

　以上のような考え方に立って，住宅における省エネル

ギーの方法の具体例をまとめれば表5．1のようになる。

　シェルターに関しては，暖冷房負荷を減らす方法とし

て，ブラインド，カーテンを設置するといった簡単な方

法から，断熱材を施す，窓面積を減少させるというよう

な手間のかかる方法まで，種々考えられる。

　設備については，器具の掃除，修理修繕などが簡単に

行なえる省エネルギーの方法である。又，新築の住宅に

対しては，省エネルギーシステムの採用といった高度な

方法や，ダクトの気密性を高めるといった施工技術上の

省エネルギーの方法もある。

　住い方に関しては，不必要な照明電気器具を停止する，

或いは，入浴回数を減らしてシャワーに切り換えるとい

った生活技術上の方法が考えられる。

　屋内環境に関連することとしては，暖房時の設定温度

を下げる，換気量を必要最小限に押えるという方法が設

備レベルの高い住宅に対しては考えられよう。

　いずれにしても，現在の日本の住宅用エネルギー消費

水準，居住環境水準は低いから，これらを向上させるこ

とが，まず第一である。又，省エネルギーは環境全体と

関連づけて総合的に捉えなければならない。逆にいえば，

居住環境の向上は省エネルギーとセットにして行われる

べきものである。

6章　結　論

①エネルギー消費レベルの分析を行なうために，東京

の住宅を，非木造独立住宅，木造独立住宅，木造集合住

宅，非木造集合住宅（民営），非木造集合住宅（公営）

店舗併用住宅の6種類に分類すると，木造独立住宅と木

造集合住宅の占める割合が，それぞれ30．6％，37．0％

と大きく両者で全体の約7割に達する。住宅の延床面積

は，平均77．09㎡であるが，非木造集合住宅（公営）は

約30㎡，木造集合住宅は約24㎡と非常に低い。木造集合

住宅は設備的にもレベルが低く，例えば浴室の設置率は

20％程度である。

②地域別，住宅種別の暖冷房給湯設備の実態に関して

は，以下のことがいえる。

・暖房設備に関しては，地域的にみると北海道及び東北

　の一部ではポット式石油ストーブが使用され，その他

　の地域では移動式の石油ストーブと電気ごたつが基本

　的パターンである。但し，長野など気候条件が厳しい
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　地域でも，移動式の石油ストーブで間にあわせている

　ところもある。住宅の種類別でみると，東京の場合は

　基本的には石油ストーブと電気ごたつであるが，木造

　集合住宅，店舗併用住宅では石油ストーブの使用率が

　低く，店舗併用住宅ではセントラル暖房の使用率が比

　較的高いというような特徴はみられる。

　　又，現在使用している器具の満足度については，例

　えば，東京の公団住宅では「十分満足」と「まあ満足」

　が60％以上を占める。地域別にみても現在の暖房に対

　する満足度は比較的高い。

・冷房設備に関しては，クーラーの使用率は地域差が大

　きく，北海道，東北では5％以下，東京，中部，四国

　は15～25％である。住宅種別にみると，木造集合住宅

　における使用率が低いこと，店舗併用住宅ではセント

　ラル冷房の使用率が高いことが特徴としてあげられる。

　　但し，同じ公団住宅でも外部環境条件の影響や契約

　アンペ了数の制約を受けて団地による差が明瞭に現わ

　れている。

・給湯設備として，ガス湯沸器の使用率は，北海道，東

　北の一部で40％以下，その他の地区では約70％以上で

　ある。住宅種別では東京平均74％に対し，木造集合住

　宅が30％と低い。ガス湯沸器の満足率については，例

　えぱ東京の公団住宅を対象とした調査では55％である。

③東京における住宅種別エネルギー消費量は以下のよ

うに推定される。

3～6℃上昇しているものと予想される。

⑦　暖房用エネルギー消費レベルは，暖房設備，室温，

シェルターの熱特性などの実態から評価すれば，東京の

場合は，まだまだ低いところにあるといわざるを得ない。

　又，断熱性能，気密性能を高めて，札幌並の単位暖房

負荷にすると，非木造集合住宅では，室温が4℃程度上

昇すると予想される。

⑧冷房用エネルギー消費量は，クーラー等の普及率が

低いので，現在のところ年間エネルギーに占める割合は

少ない。今後，都市の過密居住地域を中心に普及率は大

幅に伸びると予想されるが，冷房設備の導入に関しては

十分なアセスメントが必要である。

⑨　給湯設備は風呂用の給湯器と台所の瞬間湯沸器が一

般的な所有パターンであるが，安全性，衛生性，快適性

から考えて，洗面への給湯も含めたセントラル化が望ま

しい。セントラル化しても，風呂給湯器と台所の瞬間湯

沸器が設置されている住宅に比べれば，それ程増加する

ことばない。

⑩　住宅の省エネルギー問題に関しては次のようにいえ

る。現在の日本の住宅用エネルギー消費水準，居住環境

水準は低いから，これを向上させることが，まず第1で

ある。又，省エネルギーは環境全体と関連づけて総合的

に捉えなければならない。逆にいえば居住環境の向上は，

省エネルギーとセットにして行われるべきものである。

　　　　　　　　　　　　20．OX　lO右ko＾】ノ年・F　i
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④冬期の室温については以下のことがいえる。

・石油ストーブ使用の住宅では，札幌が16～24℃の間で

　比較的高温に保たれているが，その他の地区（仙台，

　東京，長野，名古屋など）では7～22℃の間にあり，

　外気温の低下に伴って室温が低下する。

・セントラル暖房設置の住宅では，札幌が充分暖められ

　ているのに対し，熊谷のKMC実験住宅では，セント

　ラル暖房の使用率が少なく，室温は住戸によるばらつ

　きがあり13～21℃となっている。

⑤シェルターの熱特性を単位面積，単位温度差当りの

暖房負荷という値で推定すれば，東京がおよそ5～7

kcal／㎡h℃，札幌が2～4kcal／㎡h℃である。実測結果

からも，このくらいのオーダが妥当であるといえる。

⑥日射や室内発熱によって，冬期の室温は東京の場合

2編　集合住宅における設備実態と入居者の設備

　　評価　　－エネルギー消費の観点から－

1章　KMC実験住宅における居住環境の追跡調査とエ

　　ネルギー消費実態

1．1　調査目的

　各戸セントラル給湯暖冷房設備を施したKMC実験住

宅において入居以後3年の間に，住い方や考え方がどの

ように変化したか，又，それらとエネルギー消費量がど

のように対応しているかを明らかにし，実験住宅の設備

及びシェルターの性能を評価することが本章の目的であ

る。

1．2　調査概要
　前年度の報告30）では，入居1年後の冬期に行った暖

房実験及びアンケート調査と2年間にわたるエネルギー

消費量の測定結果について述べた。今年度は入居後3年

目の冬期に行った居住実態に関するアンケート調査の結
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 果と3年目のエネルギー消費量の測定結果について，入

 居後の住い方の変化という点に着目して報告する。

 　アンケート調査の内容は，暖房設備に関しては，各戸

 セントラル暖房の使用状況，快適性，入居以後の使い方

 の変化，他の暖房器具の使用状況，選定理由，満足度，

 冷房設備，給湯設備に関しては使用状況，満足度，換気

 設備に関しては使用上の問題点等である。

 　エネルギー消費量に関しては，各月毎の電気，ガス使

 用量，精密測定住戸については，用途別の使用量につい

 て測定を行った。ただし今回は，石油ストーブの使用が

 1年後の調査で多いことがわかったので，灯油の使用量

 について各月毎の値を入居者に記入してもらった。

 　調査対象住戸は，退去した住戸，入れ替った住戸など

 を除いた13戸である。住戸番号と家族人数を図1．1に示

 す。なお，KMC実験住宅の建物概要，設備概要については，

 前年度の報告で述べたので省略する。

 401  402  403  404  405※  406※

 3八一退去 2人一キ退去 2人→不明 4人→4人 4八→不明 2八r糧去

 301  302  303  304  305  306

 4人→5人 3人→4人 3人→4人 3人→退去 3人→4人 3八→4人

 201  202  203  204  205※  206※

 3人→4八 3人→5人 3人→4人 3八≒湛去 3人→4人 4人→5人

 101人屠老 102  103  104  105※  106※

 4人→変更 3八r腿去 　一“モアノ〃レーム 実験基地 3人→4人 4人→5人

 図1．1　　　住戸番号と家族人数

 ・家族人数は昭和47．3と昭和50．2の数値
 ・※印は精密測定住戸

 1．3　エネルギー消費実態

 1．3．1　月別エネルギー消費量

 　昭和47年度及び49年度について，電気，ガス，灯油の

 各消費量を熱量換算し加算して求めた月別エネルギー消

 費量のパターンを図1．2に示す。（昨年度の報告では，

 昭和47年度と48年度を比較したが，48年度については灯

 油消費量が不明であったので，全エネルギー消費量の増

 減を検討することはできなかった。）

 　実験住宅には各戸セントラル暖房設備が施されている

 が，入居者によっては，石油ストーブ，電気ごたつを併

 用しており，石油ストーブ使用の住戸は，昭和47年度が

 21戸中5戸（24％）であったが，49年度では13戸中8戸

 （62％）に増加している。図1．2のパターンは47年度が

 石油ストーブ併用の住戸及び不在がちの住戸を除いた15

 戸，49年度がアンケート調査を行った13戸についてのも

 のである。消費量のパターンは冬期の暖房使用時に明瞭

 なピークが現われるが，その時期に各戸のばらつきも大

 きくなる。又，夏期の冷房使用時にも多少増加している。

 　両年度を比べると，49年度のピークが47年度に比べて

 落ちている以外は，ほとんど変らない。

 　月平均外気温とエネルギー消費量の関係を求めると図

 1．3のようになる。両者の関係は明瞭に現われており，

 平均気温20℃を中心として，外気温が上昇しても下降し

 ても冷房，暖房の使用により，エネルギー消費量が増加

 していることがわかる。但し，49年度の方は同じ外気温

 に対して，冬期がやや減少，夏期がやや増加の傾向を示

 している。冬期は，暖房使用の状況が変化したことがそ

 の一因である。この点については後述する。

 　次に精密測定住戸のうち4住戸に関して，用途別のパ

 ターノを3年間に亘って平均値で示したのが図1．4であ

 る。暖房給湯用のエネルギー消費量がかなりの部分を占

 め，季節によって変動しているのに対し，厨房用ガス，

 照明コンセント用電気及び設備ユニット用電気は占める

 割合は少ないが，年間を通してほとんど変化しないこと

 が読みとれる。

 1．3．2　年間エネルギー消費量

 　各住戸における昭和49年度の年間エネルギー消費量は

 7～10×10 6kcal／年戸である。平均値は8．8×10 6kcal

 ／年戸であり，47年度の15戸平均値9．6×10 6kcal／年戸

 に比べて8．3％の減少である。又，精密測定住戸2戸に

 ついて昭和47，49年度を比較して用途別構成比を示すと図

 1．5のようになる。図によれば給湯暖房用が全体の70～

 80％を占めているが，両住戸とも49年度は，暖房用のエ

 ネルギー消費量が半分近くに減少している。これは，2

 住戸とも47年度はセントラル暖房を使用していたが，49

 年度には石油ストーブに切り替えているためである。又，

 このことは，逆に考えると，暖房設備のレベルが上がる

 と暖房用エネルギー消費量が増加することを示している。

 しかし，常にそうであるとは限らず，例えば49年度につ

 いて石油ストーブを使用している住戸（9戸）と使用し

 ていない住戸（5戸）を比較すると，暖房用だけの比較

 ではないが，年間エネルギー消費量は前者が9．0×10 6

 kcal／年戸，後者が8．6×10 6kcal／年戸で石油ストーブ

 を使用している住戸の方が多い。つまり，設備の使い方

 も考慮に入れなければ使用している設備だけの比較から

 エネルギー消費の多少を判断することは問題があるとい

 えよう。
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20℃を境に外気温が高くても低くてもエネルギー消費量
は増加する。

図1．5 用途別エネルギー消費構成

両住戸とも昭和47年度はセントラル暖房使用，
昭和49年度は石油ストーブのみ使用
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1．4　アンケート調査結果

1．4．1　暖房設備について

（1）暖房設備の使用状況

　昭和47年度，49年度における各住戸の暖房設備の使用

状況をまとめて示せば，表1．1の通りになる。これによ

れば，セントラル暖房の使用は入居以後次第に減少し，

それに代って石油ストーブと電気ごたつの使用が増え，

従来の使用形態に逆もどりしている傾向が明らかである。

（2）　セントラル温風暖房に対する評価

　セントラル暖房の使用は入居以後少なくなってい

るが，快適性などについてどのように評価しているかを

みると，まず，上下温度分布に対しては，回答数9戸の

うち，　「大きくて不快」2戸，　「やや不快」5戸であり，

乾燥に対しては「乾燥しすぎて不快」3戸，「やや不快」

2戸となっている。この上下温度分布が大きいことと乾

燥のしすぎに対しては入居後のアンケート調査で常に指

摘されている問題である。ただし，上下温度分布につい

ては，非居住時の暖房実験で明らかになったように全住

戸が連続して暖房を行えばかなり解消できるし，サーキ

ュレータを適切な位置に設置すればある程度温度分布は

良くなる。KMC実験住宅でサーキュレータが設置され

ているのは6戸であるが，その中でサーキュレータの効

果が「非常にある」と答えた住戸が1戸だけだがみられ

る。従って温風暖房であっても，上下温度分布が大きい

という欠点は，決して回避できない問題ではない。

　次に，入居以前の暖房設備（石油ストーブ）と比較し

て，セントラル暖房をどう評価しているかについてみる

と，安全性，衛生性，簡便性に対する評価は高いが，い

ずれの住戸も「燃料費が高い」という経済性の面での評

価が低い。

　又，関東地方の集合住宅で，セントラル暖房は必要か

という質問に対しては，回答数13戸のうち「是非必要」

が1戸，　「あった方がよい」7戸，　「何ともいえない」

1戸，「あまり必要ない」3戸，無回答1という結果で

あり，肯定的な意見が比較的強い。賛成意見の理由とし

ては快適性，簡便性，活動的であることを挙げており，

否定的な意見の理由としては「ぜいたく」，　「日当りが

良いから必要ない」ことを指摘している。

　総合的な満足度については「非常に満足」1，「まあ

満足」5，「どちらともいえない」6，　「やや不満」1

という結果であり意見がわかれている。

（3）セントラル暖房以外の暖房設備の使用状況

　表1．1で示したように，入居3年後の冬期では石油ス

トーブの使用が62％，電気ごたつが85％となっている。

　石油ストーブは経済性の点で，電気ごたつは「足元が

冷える」　「くつろげる」といった理由で選択されている。

それらは両方とも居間で使用されており，使用時間は石

油ストーブが「早朝」と「夕方から夜」に限られている

のに対し，電気ごたつは「睡眠中」を除いてほとんど一

日中使用されているが，やはり「早朝」と「夕方から夜」

での使用率が高い。又，満足率については石油ストーブ

に対して「まあ満足」が75％，電気ごたつに対しては

「十分満足」　「まあ満足」をあわせると80％に達する。

　これらの傾向は，公団住宅を対象とした設備の調査結
果22）とほぼ同様である。
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表1．1　　暖房使用実態の変化

昭和47年度人居1年後（21　戸）昭和49年度人屠3年後（13　戸）

セントラル暖房設備の　　　　平均使用時問4．2　時問 2．3　時問

セントラル暖房を殆んど使用しない住戸の数O 5戸（39％）

石油ストーブ　　　　使用の住戸数5戸（24％） 8戸（62％）

電気ごたつ　　　　使用の住戸数14戸（67％） l1戸（85％）

1．4．2　冷房設備について

　セントラル冷房設備は，ほとんどの住戸で使用されて

おり，使用時間は48年度が7月29日～8月4日の7日間

平均で4．9時間（書き込み調査），49年度は8月平均で

4．5時間（8月平均でいくらかという質問）である。8

月の電力消費量から3年間の使用状況をみると，47，48

49年度それぞれ，211，321，201kWh／日戸であり，

48年度が多くなっている。一方外気温をみると，月平均

でそれぞれ25．5℃，27．1℃，24．3℃であり，48年度は

特に暑かったことがわかる。従って，冷房設備の使用に

関しては，住い方として入居以後大きな変化はないといえる。

　ただし，入居者によって使用頻度が著しく異なり，48

年度では全く使用しなかった住戸もあれば，1日平均12

時間使用している住戸もみられる。

　セントラル冷房設備の能力は，もともと居間を冷やす

だけの設計能力しか持っていないが，冷房の効果に対し

ては「十分足りた」又は「まあ足りた」と答えた住戸は

62％に達している。ただし，全く効果がないので使用し

ないという住戸，効果がなかったが冷媒を少し抜いても

らったら効くようになったという住戸もみられ，性能の

ばらつきがあることが推定される。又，　「今までの体験

をふまえて，一般的に関東地方の集合住宅で冷房設備は

必要と思うか」という問に対して，

　「是非必要」　　　　　1戸　（7．7％）

「あった方がよい」　　10　　（77．7％）

「何とも言えない」

「あまり必要ない」

「全く必要ない」

1　　（7．7％）

1　　（7．7％）

0　　（0　％）

という答えであり，必要性を感じている住戸がほとんど

である。又，扇風機の使用住戸は13戸中12戸であり，セ

ントラル冷房設備があっても併用されている。

1．4．3　給湯設備について

　給湯設備の細かな性能に関するアンケート調査は，入

居直後に行っているので，今回は主として総合的な満足

度，意識の変化について調査した。以下にその結果を述

べる。

①入浴回数は，夏期は毎日入浴する住戸が13戸中12戸

である。冬期は1日1回が6戸，2日に1回が6戸とな
っている。これらの結果は入浴回数についての調査結果45）

と比べると東京郊外の場合，冬は0．75回となっており，

ほぼ一致する。

②給湯方式は，いわゆる追い焚きができない方式であ

るが，入居当時と現在で不便を感じたかどうかの問に対

して，

　入居当時－不便を感じた：4戸，感じなかった：9戸

　現在　　－不便を感じた：4戸，感じなかった：9戸

であり，全体的には，感じ方は全く変っていない。

　各住戸別にみても大きな変化はなかった。又，入居当

時と現在で，給湯設備の使い方に変化があったかという

質問に対して「なし」と答えた住戸が13戸中11戸で，使

い方に関しても，ほとんど変化はないといえる。

③給湯設備に対する問題点としては，

　　　　湯の量が不足　　　　　　3戸

　　　　温度調節ができない　　　2戸

　　　　燃費が高い　　　　　　1戸

が指摘されている。

④満足度については，「非常に満足」1戸，「まあ満

足」12戸で，回答者全員が満足している。又，セントラ

ル給湯設備の必要性に対しても，「是非必要」3戸，　「あ

った方がよい」9戸，　「どちらとも言えない」1戸であ

り，ほぼ全員が必要性を感じているといえる。

　以上，給湯設備に関しては，入居以後その使い方に大

きな変化はみられず，又，湯量の不足，温度調整のむず

かしさを訴えながらも，回答者全員が一応満足しており，

セントラル給湯設備の必要性も感じとっているといえよ

う。

1．4．4　換気設備について

　換気設備についてのアンケートは，以前から問題点が多く

摘されていた台所の換気を中心に行った。システムは，

共用の垂直ダクトを使用し，各戸と屋上にファンが設置

されているものである。まず，換気効果に対して，　「十

分でないときがある」と答えた住戸が回答数8戸のうち

冬期5戸，夏期4戸と約半数である。換気の問題点とし

て指摘されているのは以下の点である。（13戸）

　「煙がなかなか出ていかない」　　3戸

　「臭いがぬけない」　　　　　　　2戸

　「換気扇の音がやかましい」　　　4戸

　「換気扇がよごれてしまう」　　　5戸

　「換気扇の掃除がしにくい」　　　2戸

　換気設備の満足率に対しては，

　　「まあ満足」　　　　　　　　　　4戸

　　「どちらとも言えない」　　　　　3戸

　　「やや不満」　　　　　　　　　　　1戸
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　「全く不満」　　　　　　　　　　　1戸

という状況である。

　公団住宅を対象にした調査でも，換気設備に対しては，

多岐にわたって問題点が指摘されており，特に騒音，汚

れ，換気効果の低さに関して指摘率が高かった。

⑤冷房設備の使用に関しては，住戸によるばらつきが

非常に大きいが，平均的にみると使用状況は入居以後ほ

とんど変化していない。又，冷房設備は「あった方が良

い」と答えた住戸が78％に達する。

1．5　結　論

①昭和49年度の年間エネルギー消費量の平均値は，

8．8×10 6kcal／年戸であり，昭和47年度の9．6×10 6kcal

／年戸に比べて8．3％の減少である。但し，昭和49年度

は石油ストーブ使用の住戸が62％含まれている。

②　暖房給湯用のエネルギー消費量は，全体の70～80％

を占め，季節によって変動しているのに対し，厨房用ガ

ス，照明コンセント用電気及び設備ユニット用電気は，

20～30％で年間を通してほとんど変化しない。

③暖房の使用実態をみると，入居以後，セントラル暖

房の使用が減少し，それに代って石油ストーブと電気ご

たつの使用が増加している。石油ストーブは経済性の点

で，電気ごたつは「足が冷える」　「くつろげる」といっ

た理由で使用されている。

④　セントラル暖房の快適性に関しては，入居後3年目

においてもやはり上下温度分布が大きいこと，乾燥のし

すぎが指摘されている。又，安全性，衛生性，簡便性に

対する評価は高いが，経済性の面で評価が低い。

2章　集合住宅における設備システムの相違と入居者意

　　識についての調査

2．1　調査目的と調査概要

　本章の目的は，集合住宅における設備システムの相違

が入居者の意識にどのように反映され，各設備システム

がどのように評価されているか，又，住い方にどのよう

な差があるのかを明らかにすることである。

　ここでは，給湯暖房システムとして，住棟セントラル

方式，各戸セントラル方式，個別方式の3種類の異なっ

た設備がそれぞれ設置されている集合住宅を対象にして，

アンケート調査を行った。但し，各戸セントラル方式が

設置されているのはKMC実験住宅であり，すでに結果

は前章で述ぺてある。

　調査対象は，KMC実験住宅及びそれと同じ団地内に

建設されている5号棟（住棟セントラル方式）及び4号

棟，6号棟（個別方式）の4棟である。

団地は某電気会社の社宅であるので入居者の社会的なレ

ベルは非常に近いといえる。標本数と設備の概要，室構

成を表2．1に示す。調査は昭和50年3月に行った。

表2．1 各住棟別の設備状況，室構成及び調査対象数

設　　　　　備　　　　　概　　　　　要
室構成

標本数／

給　湯　　　　　暖房　　　　　冷房 換　気 住戸数

KMC実験住宅 各戸セントラル方式
劉1制換気

2LDK 13／15

住棟セントラル方式
5　号棟 （瓢む面）（膿二言室） な　　　し

即制換気 3DK 27／69

4　号棟 個別方式 2DK 18／31
BF式風呂用給湯器

十 （瓢；；ど） な　　　し
台所に瞬間湯沸器

劉繍

6　号棟 3DK 16／55
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2．2　アンケート調査結果

2．2．1　暖房設備について

（1）セントラル暖房設備に対する評価及ぴ問題点

　5号棟の住棟セントラル方式は，重油ボイラーで熱し

た温水を各戸に循環させて，各室に備えられた床置式の

7アンコイルユニットより放熱する方式である。このシス

テムとKMC実験住宅の各戸セノトラル温風暖房方式に

対する入居者の評価について以下に述ぺる。

（1）暖房時の快適性（図2．1）

　上下温度分布に関してKMC実験住宅では，　「大きく

て不快」　「やや不快」があわせて50％を越えているが，

5号棟では，11．1％と非常に少ない。これは㎜C実験住宅

で行った暖房実験からも推定されるように，住棟セント

ラル方式では暖房時問中は，全館が暖房され，各戸間で

の熱の移動が少ないために，住戸内で温度分布が大きく

ならないからであろうo

　室内の乾燥に対しては5号棟ではほとんどの住戸が感

じて拾り，30％が「乾燥しすぎて不快」と答えている。

KMC実験住宅の場合は，暖房時問が短いこともあって

5号棟ほど指摘率は高くない。乾燥しすぎないための工

夫としては，5号棟ではぬれた布をかける（7戸），加

湿器を設置（3戸），水の入った器を置く（3戸）など，

54％の住戸で行っている。

（1i）暖房使用上の問題点

　5号棟のセントラル暖房に対する問題点としては，図

2．2に示したように，ファンの音が大きい（48．1％），

運転時問の制約がある（29．6％），朝暖房の運転をして

から暖まる重での時問が長い（29．6％），燃費が高い

（25．9％）などの指摘率が高い。

　KMC実験住宅では，同じ質問はしていないが，燃料

がガスのためほとんどの住戸で燃費が高いことが問題点

として指摘されている。’また，暖房の立ち上がりに対し

ては72・2％の住戸でほとんど満足している。

伽i）セノトラル暖房の必要性及び満足度

　セノトラル暖房の必要性についての評価は（図2．3）

両住棟で異なり，5号棟の方は「是非必要」と答えた住

戸が40・7％に達し，　「必要ない」は0で，必要性を痛切

に感じているが，KMC実験住宅では「是非必要」が13

戸中1戸，「必要ない」が3戸みられ，必要性に対して消

極的である。これは，その理由として答えてもらった内

容からもわかるように，KMC実験住宅では，経済的な

条件がかなり影響しているものと．思われる。又，上下温

度分布が大きいことや，各戸で運転しなけれぱならない

ことなどとも関連していると予想されるo

　満足度の点でも5号棟の方が評価が高く，この調査報

告からみた限りでは，住棟セントラル方式の方が総合的

に高く評価されているといえる。

（2）個別暖房設備の使用状況と評価

　5号棟では，KMC実験住宅と同様，石油ストーブと

電気ごたつが多く使用されている（図2．4）が，石油ス

トーブの使用率は33－3％でKMC実験住宅の61．5％に比

較して少左い。石油ストーブは放熱器のないD．Kで早朝

と夕方夜に使用され，電気ごたつは居間で主に夕方～夜

に使用されている。電気ごたつを使用しているのはKMC

実験住宅の場合と同様「くつろげる」「足元が冷える」

からである。

　次に，セントラル暖房設備のない4号，6号棟の主な

暖房器具は石油ストーブと電気ゴタッであり（図2．5）

ほとんどの住戸で使用されている。石油ストーブは燃費

が安いことで選択され，D－K、居間で早朝と夕方～夜

に使用されて拾り，電気ごたつはくつろげることで選択

され，D・K，居問で夕方～夜に使用されている。使用上

の問題点として，石油ストーブに対しては，空気が汚れ

る，臭いがする，壁がしめる，といった衛生上の問題

が指摘されている。電気ごたつに対する問題点は特に指

摘されていない。これらの結果は以前行った公団住宅を

対象とした設備の実態調査とほとんど同じである。

　器具に対する満足度（図2．6）は，3棟の間で特徴的

な差はみられず，石油ストーブにっいては，「十分満足」及

び「まあ満足」が約60％，電気ごたつについては約80％と

なつているo

　以上のように，電気ごたつはセントラル暖房設備の有

無にかかわらずほとんどの住戸で使用されて拾り，生活

習慣の根強さを示しているといえよう。又，石油ストー

ブについては，KMO実験住宅では，セントラル暖房の

経費が高いために，又5号棟では，D．Kに放熱器がないた

めに使用されている。

2．2．2　冷房設備

　K　MC実験住宅以外の住棟では，入居時に拾いて冷房

設備は設置されてい在い。調査結果によれぱ，入居後に

クーラーが設置されている住戸がみられるが，3棟の問

で大差在いので3棟についてまとめて述ぺる。

　冷房設備としては，主に扇風機が使用（74％）され，

クーラーは使用率23－3％と少ない。

　クーラーと扇風機の使用場所及ぴ使用時間は，ほとん

ど同じで、居間において，午後，夕方～夜に使用されている。

　ウィンドファンは寝室で睡眠中に使用され特徴的であ

る。使用上の問題点としては，クーラーに対しては電気

代が高いことの他は特にない。満足率は，「非常に満足」

と「まあ満足」をあわせると50％をこえる。これらの結
果も公団住宅を対象とした結果22）とほぼ同様である。

2，2．3　給湯設備について

　5号棟の住棟セントラル方式では，浴室，台所，洗面

所に給湯栓が設置されてい季。4，6号棟では，浴室に
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BF式の給湯器が設置されているだけであるが，ほとん

どの住戸で台所に瞬間湯沸器を設置している。

（1）使用上の問題点

　住棟セノトラル方式の場合の使用上の問題点は図2．7

の通りであり，使用時問の制限、湯が出てくるまでの時

問が長い，温度調整ができない，在どの問題点の指摘が

多い。それに対しKMC実験住宅では，湯量の不足（13戸

中3戸），湯温の調整ができ在い（2戸）などが指摘されてい

る。又，住棟セントラル方式は，追い焚きができな1（わ

けであるがKMCと同様特に不便は感じられていない。

　4，6号棟では台所に設置されている瞬間湯沸器につ

いて危険を感じることがある、湯量が少ない，空気が汚

れる，光熱費が高く在るなど，安全性，衛生性，経済性

での指摘が多し（o

（1i）評価（図2，8）

　満足度は，住棟セントラル方式の住宅では「非常に満

足」が37％で特に評価が高し（。必要性に対してはKMO

実験住宅，5号棟とも肯定的な意見が大部分である。

2．2．4　換気設備にっいて

　換気設備としては，5号棟では台所と便所にファンが

設置され，4，6号棟では台所，浴室，便所にファンが

設置されている。5号，4，6号棟言とめてのぺる。

　重ず，換気効果について「十分でたいことがある」と

答えた住戸は，夏期51％，冬期32％であり，当然のこと

ながら炊事時に問題が生じている。換気について感じて

いる問題点としては，図2．9に示した通りである。

　言た，満足度について，「言あ満足」35％，「どちら

とも言えない」27％，「やや不満」27％と評価がわかれ

ているo

48．1

（N＝27）

29．6％ 29．6
25．9

11．1
7．4

3．7 3．7

運 操 室 燃 朝暖 音 そ 特
転 作 温 費

暖ま一

が の に

時 の が 房る 大 他 な

間 取 制 高 をま き し

の　柵 御　い 損で い

図2．2

の　　扱　　御　　い　　運で　　い
制　　い　　が　　　　　転の
約　　が　　む　　　　　し時
が　　め　　ず　　　　　て問

あんか　　かがる　　ど　　し　　　　　ら長
　　う　　い　　　　　　い

KMC実験住宅N・13
　1各戸セントラル暖房〕

　5号棟N・27
　｛住欄セントラル嗅房〕

KM　C実験住宅N－13
　1各戸セントラル暖房〕

　5号棟N・27
　｛住欄セントラル暖房〕

5号棟（住棟セントラル暖房）に対する間題点

ぜひ必要　　　　あった方がよい

7，7　　　　　　　53．8

何ともいえない　あま1〕必要ない　無回答

7，7　　23．1　　　7，7

40・7　　　　　　　　48．1　　　　3〔737

（1）セントラル暖房の必要性

非常に清足　　まあ満足　　　　　　　　　どちらともいえない　　　　　　やや不済

7．7

7．4

38，5　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　46．2　　　　　　　　　　　　　　　　　7．7

74，1　　　　　　　　　　　　　　　　　11．1　　7，4

（2）セントラル暖房に対する満足度

軸u1答

図2・3　　　暖房システムに対する評価

大きくて不快　　　　やや不快　　　　　普通あまリ感じない焦［u1答

KMC実験住宅（N・13〕　15，4　　　　38．5　　　　7．77，7　　30．8
　｛各戸セントラル暖房〕

5号棟（N・17〕　　　lL1　18．5　　　　　　　；9．3
　て住棟セントラル暖刷

KMC実験住宅（旧1〕
　1各’iセントラル暖房〕

5号棟（N・27〕

｛住棟セントラル暖房〕

（1）上下温度分布

7、’3．7

まったく知二Lない

乾燥しすぎて不快　　やや乾俣　　　普通　　　あま1〕感しない　　焦1司答

23，1　　　　　　　　　15，4　　　　　　　　23．1　　　　　　　　7，7　　　　　　　　　30　目

29，6　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　63．0

（2）暖房時の乾燥

図2．1　暖房システムの相違と快適性について

”　ヨ

96．3

（N＝27）

33．3％

14．8
　11．17．4

3．7
7．4

石ガ電電足電電油ス気気 気気ス ス ス ご 温あ 毛
ト ト ト 赤 ん 布ト ト　　ト　　た　　　　　　　　　布
l　　　l　　l　　っ　　　器　　　か
ブ　　　ブ　　　ブ

図2．4 　5号棟（住棟セントラル暖房設置）
における暖房器具の使用率
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・DKがベトベトするように
　左る
・保温の為人口扉にパヅキ
　を貼ったら気分が悪くな
　吐き気がした

4，6号棟換気設備に対する問題点

2．3　結　論

①暖房設備に関して，各戸セントラル方式と住棟セン

トラル方式を比較すると，
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電気ごたっの使用率は96％とやはり高い。電気ごたつは

「足元が冷える」　「くつろげる」という理由で使用され

ているo

　セントラル暖房のない4，6号棟では，使用器具は石

油ストーブと電気ごたっという典型的なパターンである。

③　KMC実験住宅以外の住棟に拾けるクーラーの使用

率は23．3％と低く，74％の住戸で扇風機が使用されてい

るo

④　給湯設備に関して，住棟セントラル方式と各戸セン

トラル方式を比較すると住棟セントラル方式では時間の

制限や湯がでてくる’までの時間が長いという指摘が多い

にもかかわらず，この方式に対する満足率は各戸セント

ラル方式よりも高く，必要性も強く感じられている。

⑤換気設備に関しては，KMC実験住宅の場合と同様

換気扇の汚れ，換気効果の低いこと，騒音などに対する

指摘が多い。垂直ダクト方式でも単なる壁設置の7アン

でも同様の問題点が指摘されており，根本的に換気設備

を考え直さなけれぱたらないといえよう。
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